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今定例会におきまして、平成 23年度の予算案をはじめ、関係諸議案

のご審議をお願いするにあたり、私の所信の一端と新年度の主な施策の

概要を申し上げ、議員各位並びに市民の皆様のご理解とご協力を賜りた

いと思います。 

 

 【市政運営の基本的考え】 

 まず、市政運営の基本的な考えを述べさせていただきます。 

 私は、昨年 10 月 24日の浦安市長選挙におきまして、4期目の負託

をいただき、引き続き市政運営の重責を担うこととなりました。ここに

改めて、議員各位並びに市民の皆様に心から御礼と感謝を申し上げます。 

この度の 4期目の選挙は、3期 12年間の私の市政運営に対する信任

をいただくとともに、これからの 4年間の負託をいただくといった 2つ

の意味をもつ選挙でした。 

私は、平成 10年 11月 8日に市長に就任して以来、今日まで常に市

民のニーズと時代の潮流を見誤ることなく、情報公開と公開討論に耐え

うる市政を目指し、加えて全国の基礎自治体の範たるべく、努力・精進

を重ねてまいりました。 

また、全ての市民が住んで良かったと実感できる終の棲家としてのま

ちづくりに、全力を傾けてまいりました。 

私は、これまでも市民との意見交換や老人クラブ訪問などを通じて、

市民の皆様の声を聴いてまいりましたが、とりわけ今回の選挙では、

207回にのぼるミニ集会を重ね、数多くの市民の皆様と膝詰めで、1時

間から 1時間半、長いときには 2時間を超えて、私の市政に対する考え

方を申し述べさせていただくとともに、多くのご意見やご要望をいただ

きました。 

この中で、浦安市政に対する期待の大きさとともに、多くの方々から、

この浦安を大切にしたいという熱い「想い」と、住んでいることへの強

い「愛着と誇り」を感じました。 

今回、多くの市民の皆様との対話の中から得られた市政へのご要望や

ご期待を踏まえ、これからの 4年間で重点的に進めていく施策を、政策

公約集「市民との約束 2010」としてまとめました。 

 私は、ここでお示しした 42項目に及ぶ施策を必ず実行する決意です。 
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浦安市は、全国都市サスティナブル度調査や住んでみたい街や駅のラ

ンキングなど、これまで多くの民間調査機関が行った都市ランキング調

査で、高い評価をいただいてきましたが、今まさに、浦安のまちづくり

は、新たなステージを迎えようとしています。 

昭和 30年代の黒い水事件から始まった漁業権の放棄や、埋め立てを

背景にした新しいまちをつくる時代も、新町地域の一部を残し収束を迎

えつつあります。これまで右肩上がりで増加してきた人口も、間もなく

ピークを迎え、若いまちと言われてきた浦安も、少子高齢化社会は確実

に進行しています。 

これからは、まちづくりの視点を開発から成熟へと移し、浦安の歴史

や文化を踏まえて、質の高い公共サービスを安定的に提供できる持続可

能な自治体経営を行っていかなければなりません。 

本年度、市長公室に協働推進課を設置し、協働事業提案制度を開始し

ました。市民活動団体などから 21件の提案があり、この中から 6件の

提案を採択いたしました。いよいよ平成 23年度から協働事業が本格的

に動き始めます。 

これまでも「浦安市民会議」をはじめ、「うらやす市民大学」の開校な

ど、様々な場面で市民参加、協働の機会を設けてきましたが、この協働

事業提案制度を契機に、地域の課題を市民と行政が共有し、市民が生き

生きとして地域社会に関わり、協働して公共を担っていくことで、持続

可能な自治体経営ができるものと考えています。 

また、私は、世界や日本の地方自治の課題など公共政策について学び、

またスウェーデンやアメリカの自治体の視察を通して、この浦安だから

こそできる NPM（ニュー・パブリック・マネジメント）について考え

てきました。 

その答えの一つが、公の責任と公の効率性がともに果たせ、自らが考

え実行する自治体経営であり、その実践に取り組んできました。 

これからも従来の考え方や枠組みにとらわれず、先進的な政策を創造

し、実行していく政策イノベーションを生み出すことにより、私たちの

まち浦安が、財政の健全性、生活の利便性、そして環境の質の高さ、こ

の 3つがバランス良く、いつまでも持続することができる都市、すなわ

ち「サスティナブルシティ」と成り得るものと確信しています。 
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私は、16万 5,000市民の浦安丸の舵取りを託され、改めてその職責

の重さを感じるとともに、市民の皆様の期待の大きさに身の引き締まる

思いです。 

与えられたこの崇高な使命を達成するため、弛まぬ緊張感をもちなが

ら、市民の叡智を結集し、勇気をもって、果敢に挑戦していく決意を今、

新たにしているところです。 
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【財政見通しと当初予算】 

次に、財政の見通しと当初予算について、申し上げます。 

平成23年度の我が国の経済は、世界経済の緩やかな回復が期待される

中で、雇用・所得環境の改善が民間需要に波及する動きが徐々に強まる

ことから、景気は持ち直し、経済成長の好循環に向けた動きが進むこと

が見込まれております。 

このため、平成23年度の経済見通しは、国内総生産の実質成長率は

1.5％程度と、２年連続のプラス成長が見込まれていますが、先行きの

リスクとして、海外景気の下振れや為替市場の動向などに留意する必要

があるとされています。 

 こうしたもとで、地方財政は、地方税収入や地方交付税の原資となる

国税収入が増加する一方、社会保障関係費の自然増や公債費が高い水準

で推移するなど、依然として厳しい状況にあります。 

 一方、本市は、厳しい財政状況が続く地方財政の中にあって、地方債

の残高を就任時の610億円から380億円に計画的に縮減させ、また127

億円を超す財政調整基金を保有し、各種財政指標からも他の自治体に比

べ恵まれた財政状況にあると言えます。 

そして、平成23年度の歳入についても、法人市民税がリーマンショッ

ク以前の予算規模に回復することが見込める状況になりました。 

 しかし、第２次実施計画の推進はもとより、市民ニーズの拡大に対応

するための事業展開も必要となっていることから、将来にわたり健全財

政を堅持できるよう、一層の経費節減を行うとともに、引き続き都市経

営の視点に立って、より効率的な行財政運営を推進していくことが不可

欠です。 

 このような観点から、平成23年度当初予算につきましては、第２次実

施計画に掲げた事業を中心に、緊急性の高い施策や事業を優先的に、か

つ積極的に取り組む予算を編成しました。 

その結果、予算規模は、一般会計において、623億8,000万円となり、

前年度と比べ13億8,000万円の増となり、また特別会計においては、

５会計をあわせ213億450万円、前年度に比べ８億3,040万円の増とな

りました。 
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【主な施策・事業】 

次に、平成 23年度に取り組む主な施策や事業について申し上げます。 

私は、先の市長選挙で市民の皆様に、政策公約集「市民との約束 2010」

をお示しし、この実現をお約束しました。そこで、政策公約集でお示し

した施策や事業を着実に実施していくため、また直近の民意を行政計画

として迅速に反映できるよう、平成 23年度を初年度とする第 2次実施

計画を策定しました。 

第 2次実施計画では、第 2期基本計画で位置づけた 4つのリーディ

ングプランのもと、平成 21年度に実施した市民意識調査やこれまでの

施策・事業の取組を踏まえ、介護や福祉、医療などを総合的に取り組む

「地域ケア環境整備プロジェクト」を新設し、新たに 7つのプロジェク

トとして再構成しました。 

また、行政組織につきましては、各施策をより効率的・効果的に執行

できるよう、一部を見直しました。 

施策・事業を企画、また調整する部署と、事業の見直し・改善を図る

部署を統合することで、市全体の施策・事業を効率的に管理できるよう、

行政改革推進室の行政改革に関する部分を企画政策課に移管し、新たに

行政経営室を設置します。 

 また、市民活動団体への支援と協働によるまちづくりを一体的に推進

していくため、市民活動推進課の市民活動推進係を協働推進課へ移管し

ます。 

 こどもの発達支援や療育に関し、増大かつ多様化するニーズに効率的

に対応していけるよう、発達支援室とこども発達センターを統合し、一

体的に運営してまいります。 

 また、建築行政の主体的な推進を図っていくため、建築指導課に特定

行政庁準備室を新設し、平成 25年度の特定行政庁移行を目指します。 

 文化に関することにつきましては、これまで市長部局と教育委員会で

分担し、それぞれが所管しておりましたが、文化施策・文化事業を効率

的に推進していくとともに、市民に分かりやすい組織とするため、教育

委員会に一元化します。 

以下、平成 23年度の主な施策や事業について、第２次実施計画に掲

げたリーディングプランとプロジェクトに沿って申し上げます。 
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■次代を担う浦安こども未来プラン                  

最初に、「次代を担う浦安こども未来プラン」について申し上げます。 

「浦安子育て支援プロジェクト」につきましては、次代を担うこども

たちが生き生きと健やかに育ち、また子育て家庭が地域全体で支えられ

ている安心感を実感できるよう、諸施策を力強く進めてまいります。 

まず、待機児童の解消に向けた取組として、堀江地区で定員 170 人

規模の、また富士見地区で定員 60人規模の保育園を４月に開園すると

ともに、入船地区で定員 60人規模の民設民営の認可保育園を新たに整

備します。 

また、今後の幼稚園・保育園のあり方を検討する中で、市としての方

向性を打ち出すこととあわせて、明海地区でのこども園（仮称）の整備

に向けた検討を行います。 

さらに、富岡小学校の増築棟を活用し、既存の児童育成クラブの運営

も含めた施設の配置などについての検討を行い、認可保育園の分園整備

に取り組みます。 

多様化する保育ニーズに対応するため、新たに明海幼稚園において預

かり保育を実施するとともに、少人数の乳幼児を家庭的で温かい環境の

もと保育を行う、保育ママ事業を実施します。 

 また、放課後児童の安全で快適な生活の場となる児童育成クラブの充

実に引き続き取り組みます。入会需要の増加に対応するため、浦安小学

校地区児童育成クラブ分室の実施設計に取り組むとともに、高洲北小学

校地区児童育成クラブの拡張工事を行います。また、日の出小学校地区

児童育成クラブについては、老朽化した施設の建替にあわせて定員増を

図るため、実施設計を行います。 

地域における子育て力を高めるため、子育て支援活動団体が行う子育

てサロンなどの活動を支援します。 

本年度は、乳幼児の細菌性髄膜炎などの重篤化を予防するヒブワクチ

ン・肺炎球菌ワクチンや女性を子宮頸がんから守るためのワクチンなど、

4種類のワクチンの接種費用の全額助成を国に先駆けて実施しました。 

 平成 23年度は、子宮頸がんワクチン接種費用の助成対象者を拡大し、

引き続き４種類のワクチンの予防接種費用を助成します。 

また、安心して出産に臨める救急医療体制の充実を図るため、千葉県
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の地域周産期母子医療センターである順天堂大学医学部附属浦安病院の

新生児集中治療管理室（NICU）及び母体・胎児集中治療管理室（MFICU）

のベッドをそれぞれ２床ずつ市民のために確保します。 

 児童虐待の防止や子育てに不安を抱える家庭の支援を図るため、児童

虐待防止及び子育て家庭への支援に関する条例を制定します。 

 

次に、「市民とつくる学校プロジェクト」につきましては、平成 22

年度に策定した浦安市教育ビジョンに基づき、着実に各施策を推進して

いきます。 

高洲地区の住宅開発に伴う生徒数の増加に対応するため、平成 25年

４月の開校を目指し、仮称第９中学校建設の実施設計に取り組みます。 

東小学校屋内運動場については、耐震上の課題や老朽化などを解決す

るとともに、児童育成クラブや市民利用を可能とする機能を複合した施

設として建て替えるため、実施設計に取り組みます。 

幼稚園・小学校の教育環境の改善及び機能向上を目的に、青葉幼稚園園

舎の改修工事を行うとともに、富岡小学校校舎の大規模改修に向けて基本

設計に取り組みます。 

義務教育 9年間を見通した指導方法など、小中連携・一貫教育のあり

方について調査・研究を進め、本市に適したカリキュラムの作成に取り

組みます。また、幼稚園・保育園と小学校の連携により、こどもの発達

や学びの連続性を大切にしたカリキュラムを作成し、滑らかな接続を図

ります。 

こどもたちの理科離れの解消や学力向上のため、理科の観察や実験な

どの学習サポートを行う理科支援ティーチャーを拡充し、小学校に６名

配置します。 

特別支援学級に通うこどもたちが、地域の学校で教育が受けられるよ

う、美浜中学校に特別支援学級を整備します。また、県立特別支援学校

分校の設置について、引き続き千葉県へ働きかけていきます。 

将来の浦安のリーダーとして活躍する人材の育成を目的に、市立中学

校の生徒会などのリーダーを対象に、行政・企業・文化などの有識者と

の交流を通して、リーダーシップ能力を磨く、ふるさとうらやす立志塾

を開催します。 

また、小規模校化が顕著である入船・美浜地区の小学校を対象に、地
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域のつながりを重視した小学校の統合を進めます。 

まず、平成 23年度に入船地区の学校統合を推進するための準備委員

会を設立し、平成 26年度を目標に入船北・入船南小学校を統合し、入

船中学校を核とした小中連携・一貫教育推進校を開校します。 

 

 

■交流とやすらぎにあふれる地域づくりプラン              

次に、「交流とやすらぎにあふれる地域づくりプラン」について申し

上げます。 

「市民交流推進プロジェクト」につきましては、市民一人ひとりの個

性や価値観、生活スタイルを尊重した活動を支援するとともに、市民の

地域活動や生涯学習、スポーツなどを通して生まれる市民同士の交流を

促進していきます。 

地域コミュニティの中核を担う自治会活動の拠点として、シーガーデ

ン新浦安自治会集会所の建設に向けた設計を行います。また、高齢者の

生きがいづくりや交流活動の拠点である老人クラブ会館につきましては、

弁天クラブ会館の建替を行います。 

さらに、堀江２丁目の市有地を活用し、堀江２丁目自治会館と江川第

一クラブ会館を併設して整備します。 

自治会の加入促進や市民活動団体の活動の場を広げるため、自治会と

子育て支援団体の連携によるモデル事業を実施します。 

また、高齢者などの社会参加を促進するため、各種福祉団体が主催す

る行事に貸し出す大型バスの充実を図ります。 

本年度、市民主体で開催・運営された、「うらやすフェスティバル」の

開催を平成 23年度、支援していきます。 

市民ニーズを的確にとらえ、時代の変化に対応した生涯学習を推進す

るため、生涯学習推進計画を策定します。 

生涯学習の拠点となる地区公民館につきましては、堀江公民館の大規

模改修工事の設計に取り組むとともに、中央公民館体育館の空調設備の

設置工事を行います。 

市民がスポーツを身近に楽しむことができる拠点として、サッカーや

ラグビーなどができる陸上競技場、さらにはアーチェリー場などの整備

を進め、運動公園内のスポーツ施設の充実を図ります。また、総合公園
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多目的広場にサッカーやラグビーなどができる球技場を整備します。 

市内公共施設における市民の利便性の向上を図るため、運動公園の施

設や明海球技場の利用時間について、早朝及び夜間の利用時間を拡大し

ます。また、中央図書館及び全分館の月曜開館を行うとともに、分館の

利用時間を 18時まで延長します。さらに、浦安駅前行政サービスセン

ターで図書の受け渡しサービスを開始し、図書館サービスの一層の拡充

を図ります。 

 

「地域ケア環境整備プロジェクト」につきましては、地域全体で支え

あい、助けあうことで、誰もが住み慣れた地域で生活できるよう、必要

なときに的確な支援が届く地域づくりを進めていきます。 

高齢者施設に対する市民ニーズに対応するため、市民限定となる小規

模特別養護老人ホームを、堀江地区と当代島地区に整備するとともに、

富士見地区の市有地を活用して事業者の募集を行います。 

また、要介護・要支援高齢者の介護度の改善や社会復帰を促進するた

め、介護度の改善に大きな成果を上げているデイサービスセンター、「夢

のみずうみ村」を当代島地区のビクター工場跡地に誘致します。 

高齢者の介護予防マネジメントや総合相談・支援を包括的に実施する

拠点として、地域包括支援センターを新浦安駅前プラザ・マーレ内に開

設します。 

また、障がいのある人の住まいの場となるグループホーム・ケアホー

ムを整備するため、整備などに要する費用の一部を補助し、民間事業者

が市内において運営しやすい環境を整備します。 

利用者の利便性の向上や施設の狭隘化を改善するため、千葉県と調整

しながら地区計画制度などを活用し、順天堂大学医学部付属浦安病院の

増築を支援していきます。 

災害時や緊急時でも、市民へ迅速に適切な医療を提供していただける

よう、東京ベイ・
浦安

市川医療センターに勤務する医師・看護師のための住

宅確保を支援します。 

また、高齢者などの日常の生活を支えるため、市内商業者と連携を図

り、Ｕセンターでの買い物支援を試行的に実施します。 
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■まちに誇りと愛着を感じる浦安づくりプラン            

次に、「まちに誇りと愛着を感じる浦安づくりプラン」について申し

上げます。 

「水と緑のネットワーク形成プロジェクト」につきましては、日常生活

の中で豊かな水際線の環境を身近に感じることができるよう、引き続き取

り組んでいきます。 

貴重な干潟環境である三番瀬の保全・活用を推進するため、仮称うら

やす三番瀬環境学習施設を建設し、環境学習の機会を充実します。 

また、千葉県企業庁による緑地の整備を促進するともに、将来にわた

って三番瀬を里海として保全・活用できるよう、関係団体などと意見交

換を行いながら、望ましい関わり方についてのルールづくりに取り組み

ます。 

地域に密着した愛着のある公園整備を推進するため、老朽化の進んだ

舞浜公園の再整備や猫実地区の若草児童公園に隣接する市有地を活用し

て、公園の整備に取り組みます。 

また、安定的な墓所の供給や永代供養施設の整備に取り組むため、墓

地公園の第３区の基本計画の見直しとあわせて、墓地の生前受付につい

て検討を行います。 

 

「安全と潤いのあるまちづくりプロジェクト」につきましては、都市の

安全・安心の確保と低炭素社会に向けた取り組みを基調としながら、地域

の個性を活かしたまちづくりを進めていきます。 

高潮や津波による水害から市民生活を守るため、市内河川に設置されて

いる吐
はけ

口
ぐち

ゲートの開閉システムを更新します。 

また、近年、ゲリラ豪雨などにより一部の道路で冠水が発生しているこ

とから、雨水を一時的に貯留する地下貯留槽を富岡地区から整備します。 

大規模災害の被害拡大を防ぐため、実践型図上シミュレーション訓練を

実施し、災害対策本部の迅速で的確な状況判断能力の養成や応急対策能力

の向上に取り組みます。 

また、新町地域の人口増加に対応し、消防力の強化・充実を図るため、

仮称日の出出張所の整備に向け、基本設計を行います。 

地球温暖化対策の一環として、公共施設の新設や改修の際に、各施設に
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おける高効率照明機器の導入に取り組み、エコ化を推進します。 

また、関東地区有数の密集市街地である元町地域の再整備については、

堀江・猫実Ｂ地区土地区画整理事業により、仮称新中通り線と周辺市街地

の再整備を進めてまいりましたが、猫実地区につきましては、道路整備や

宅地造成などが概ね終了し、平成23年３月より順次、関係権利者に宅地の

引渡しを行っていきます。 

堀江地区につきましては、引き続き関係権利者のご理解・ご協力をいた

だきながら建物移転を進め、道路整備や宅地造成工事に着手します。また、

境川小橋の架け替えにつきましては、計画どおり事業が進んでおり、平成

24年の供用開始に向け、引き続き取り組んでいきます。 

堀江３丁目の新橋周辺地区につきましては、元町地域に点在する歴史

や文化資源、水辺との一体感や連携に配慮しながら、市有地を活用した

広場整備や周辺地区の修景整備に向けた検討を住民と意見交換を行いな

がら進めてまいります。 

浦安駅周辺の再整備につきましては、ステップ１の事業推進を図るた

め、引き続き事業協力提案者とともに、早期事業化に向け、関係権利者

との合意形成に積極的に取り組んでいきます。 

また、中央公園通りへの大型車両の流入を抑制し、周辺の交通渋滞の

緩和や住環境の保全を図るため、港地区と鉄鋼通り地区を接続する新た

な道路の整備に向けた設計に取り組みます。 

千鳥地区の斎場への交通手段の充実が課題となっていることから、利

用者の必要に応じて利用できるオンデマンド型の斎場送迎バスを運行し

ます。 

また、庁舎建設につきましては、これまでも申し上げてまいりました

ように、老朽化に伴う防災拠点としての課題や分散化による利便性向上

などが依然として解決されていない状況から、経済・政治などの複合的

な不透明感が少しでも見定められ次第、できるだけ早期に再開する決意

に変わりありません。 
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■未来につながる自治体経営プラン                  

次に、「未来につながる自治体経営プラン」について申し上げます。 

「自治体経営システム推進プロジェクト」につきましては、市民が安

全で安心して住み続けられるための公共サービスを安定的に提供するこ

とが重要であることから、これまでの行政改革による効率化の視点と公

共サービスの品質向上に向けたマネジメントの視点、これら双方を兼ね

備えた行政経営の仕組みづくりに取り組んでいきます。 

市民と行政の協働のまちづくりの実現を目指し、地域課題を市民の発

想や手法を活かし、解決していくための「協働事業提案制度」を実施し、

市民の力・地域の力を引き出す仕組みを強化していきます。 

また、トップマネジメントの戦略的意思決定の強化を図るとともに、

トップマネジメントの意思決定を現場のアクションに円滑に結びつける

ための機能の充実を図ります。 

公共サービスの品質向上の視点から、事務事業評価の改善を行うとと

もに、行政評価に取り組んでいきます。 

また、事業の実施状況からその必要性や効果などを検証し、事業の廃

止や改善、事業主体の見直しを行うため、引き続き行政の守備範囲の明

確化に取り組みます。 

市政に対する市民の意識や意向を施策や事業に活かしていくため、イ

ンターネットを活用した市政モニターアンケート調査を引き続き実施し

ます。 

本市では、埋立事業の展開にあわせて、ほぼ同時期に公共施設や都市

基盤施設を整備してきたことから、これらの施設の長寿命化対策や計画

的な保全に取り組んでいきます。 

また、情報セキュリティ対策の向上や情報システムの安定稼動、情報

システムの管理、運用に係るコスト削減が図れるよう、引き続きデータ

センターでの情報システムサーバの統合を積極的に行い、本市独自のプ

ライベートクラウド環境を構築する、「Ｕクラウドプロジェクト」を推進

します。 

現在、PFI方式での整備を進めている千鳥学校給食センター第三調理

場につきましては、９月に開所し、市内全市立中学校を対象に安全でお

いしい給食の提供を行います。 

また、クリーンセンターの効率的かつ最適な運転維持管理を実施する

ため、平成 24年度からの長期包括責任委託の導入に向けて、事業者の

選定を行います。 
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【子ども手当について】 

ここで、「子ども手当」について、改めてご説明をさせていただきます。 

平成 23年度の当初予算におきまして、歳入では、浦安市負担分３億

6，600万円を国庫負担金である子ども手当負担金に上乗せして計上し

ました。 

これは国と地方の税の使い方の「全国一律の現金給付は国が、市町村

の裁量が働く現物給付は地方自治体が行うべきである。」との大原則に鑑

み、現在、国会での予算審議を視野に入れ、行った措置であり、本来あ

るべき姿であると思っています。 

 なお、歳出では、子ども手当支給費の全額を予算計上し、子ども手当

対象の市民の皆様へは、国が決めた満額をお支払いする事には変わりは

ありません。 

一方、これに先立ち、市として今回の国の財政措置に対する不服の意

見書を、地方財政法第 13条第 2項に基づき、本年 2月 1日に内閣に

提出したところです。 

 この問題は、２年前の総選挙の民主党マニフェストの目玉でもあった

子育て支援として中学生以下に一律２万６千円を支給するといった現金

給付の公約に端を発しています。 

 総額５兆３千億円という我が国の防衛費を大幅に上回る現金給付の財

源については、当初から問題視されていましたが、結局、足りない財源

を地方に負担させることとしました。 

 政権交代初年度の平成 22年度の本市の当初予算については、子ども

手当の初年度でもあり、児童手当が混在していたことや、総理大臣並び

に担当各大臣も地方負担は１年限りと明言していたことから、やむを得

ず市負担分について予算計上しましたが、昨年末の予算編成の折、平成

23 年度も地方負担を強いるとした５大臣合意がなされ、再び公約が反

故にされました。 

 今の我が国の政権では、公約が政権を取るための仮の約束になってい

ることに対して、強い憤りを覚えるとともに残念でなりません。 

 地方自治体は、住民の声を元に行政サービスを提供する、いわゆる現

物給付が地方自治体の責務であり役割です。 

この現物給付の財源でもある住民税から、国は子ども手当の不足分を

補おうとしています。 

また、この１年間、恒久的な制度設計を怠るとともに、地方自治体に

何の相談もなく、住民税の使途を一方的に決めることは、憲法並びに地

方自治法に照らしても、地方自治体の自主財政権を侵害する暴挙である

と言わざるを得ません。 
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そして、この措置は、住民の意思に基づく地方の自主的な行財政運営

という地方自治の本旨に大きな脅威となると考えています。 

 さらには、国と地方の財政のあり方を規定した地方財政法にも明確に

違反するものと考え、結果的に昭和 23年の地方財政法施行以来、市と

しては初めてとなる意見書の提出となり、国と地方自治体とのあり方に

一石を投じた形となりましたが、憲法に保障された地方自治体固有の財

源を守るため、政権交代に翻弄されず、筋を通す地方自治体のあり方を

問い掛けていきたいと思います。 

 

【結び】 

以上、平成 23年度のスタートにあたり、市政運営について、私の所

信の一端と主な施策の概要について申し上げました。 

新年度は、昭和 56年４月に市制を施行して以来、30周年を迎えま

す。 

この 30年の間にわがまち浦安は大きく発展してきました。東京ディ

ズニーランドの開園や新町地域のまち開き、京葉線の全面開通など、浦

安のまちの骨格を形成してきた 30年ともいえるのではないでしょうか。 

本市の 30年の歩みを振り返るとともに、さらなる発展に向けたまち

づくりの契機として、市制 30周年を記念する事業を実施したいと思い

ます。 

私は、過去の浦安に思いを馳せるとき、市制施行のわずか２５年前の

昭和３１年は、今の繁栄からは想像もできない財政再建団体への転落、

さらに、その２年後の浦安の一大転機となった昭和３３年のいわゆる「黒

い水事件」とダブルピンチに見舞われながらも、先人・先輩たちが一丸

となり叡智を結集して難局を乗り切ってくれたことに心から感謝すると

ともに、後に続く私たちと未来を信じつつ、今日の繁栄の礎を築いてく

れたことに対して、止むことのない感謝の誠を捧げなければならないと

思っています。 

さらに、このような先人・先輩たちに恥じることのないまちづくりを

目指して、「浦、安かれ」と祈りと願いを込めた本市の原点に思いを致し

ながら、後に続く後輩たちに誇れる市政運営に向けて、全力を傾注し務

めていく決意を強くしています。 

議員各位並びに市民の皆様のご理解とご協力を改めてお願い申し上げ

まして、平成 23年度の施政方針とさせていただきます。 

 

平成 23年２月 18日 

浦安市長 松 崎 秀 樹 


